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No. 審査会合日 指摘事項の内容 回答頁 

5 令和２年２月６日 
モニタリングポストへ給電する各電源について，自動起動するので手
順はないとのことであるが，図面等を示して，起動順序の関係性を
説明すること。

P2 

6 令和２年２月６日 モニタリングポストの電源設備について条文適合性を説明すること。 P3 

7 令和２年２月６日 
可搬型モニタリングポストによるプルームの検知性の説明の根拠として
いる線量率を適正化すること。 P4,5 

8 令和２年２月６日 
可搬型モニタリングポストの保管場所から設置場所までのアクセスルー
トとして，サブルートを使用する考え方を説明すること。また，作業員
による設置の実現性について説明すること。

P6,7 

9 令和２年２月６日 
可搬型モニタリングポストを設置するタイミングについて，重大事故等
時の状況に応じた対応としているのか整理して説明すること。 P8 

審査会合での指摘事項 
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 回答 
・モニタリング・ポストへ給電する各電源の起動順序・優先順位は以下のとおりとなる。 
① 通常運転時 
モニタリング・ポストは通常運転時，所内電源（所内電源系又は外部電源系）を，非常用コントロールセンタからモニタリング・ポスト用無停
電電源装置を経由して電源供給をしている。 

② 所内電源喪失直後 
所内電源が喪失した場合は，モニタリング・ポスト用無停電電源装置から継続して電源供給を行う。 

③ 所内電源喪失後から約10秒後 
非常用ディーゼル発電機は，所内電源が喪失後自動起動し，約10秒で電源供給が開始され，モニタリング・ポスト用無停電電源装置を
経由して電源供給を行う。 

④ 非常用ディーゼル発電機電源供給不可時 
モニタリング・ポスト用非常用発電機は，電源喪失を不足電圧継電器により検知することで自動起動し，運転待機状態となる。 
自動起動から約40秒以内に，自動切替により電源供給を開始する。また，復電した場合は不足電圧継電器による検知で，所内電源側
に自動で切り替わりその後，発電機が自動停止する。電源供給が開始されるまでの間は，モニタリング・ポスト用無停電電源装置から継続し
て電源供給が行われる。 

なお，これらの電源供給は自動起動・自動切替で行われることにより，運転員による操作は不要な設計としている。 
また，重大事故等時にモニタリング・ポストが機能喪失した場合は，可搬式モニタリング・ポストを設置する手順を整備している。 

モニタリング・ポストの電源構成概略図 

 指摘事項（第832回審査会合 令和２年２月６日） 

• モニタリングポストへ給電する各電源について，自動起動するので手順はないとのことであるが，図面等を示して，起動順
序の関係性を説明すること。 

モニタリング・ポスト 
モニタリング・ポスト用
非常用発電機 

モニタリング・ポスト用
無停電電源装置 

非常用ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ 

①所内電源 
③非常用ディーゼル発電機 

②,④ ④ 

通常「切」 

通常「切」 

①,③ 

G 

Ry 

【凡例】 

Ry 

：メカニカルインターロック 

：自動切替回路 

：無停電電源装置 

：不足電圧継電器 

：発電機 

：電源供給ライン 

G 

審査会合での指摘事項に対する回答（No.5） 



3 審査会合での指摘事項に対する回答（No.6） 

 回答

• モニタリング・ポスト用非常用発電機及びモニタリング・ポスト用無停電電源装置は，設置許可基準規
則第三十三条（保安電源設備）第３項に規定される，「保安電源設備（安全施設へ電力を供給
するための設備）」であるため，設置許可基準規則第三十三条への適合性を以下に示す。

設置許可基準規則第三十三条 適合のための基本方針 

３ 保安電源設備（安全施設へ電力を供給するた
めの設備をいう。）は、電線路、発電用原子炉施設
において常時使用される発電機及び非常用電源設
備から安全施設への電力の供給が停止することがな
いよう、機器の損壊、故障その他の異常を検知すると
ともに、その拡大を防止するものでなければならない。  

モニタリング・ポスト用非常用発電機及びモニタリング・
ポスト用無停電電源装置は，機器の過電流を検知
し，機関及び装置を停止し故障箇所を隔離すること
によって，故障による影響を局所化できるとともに，他
の安全機能へ影響のない設計とする。

 指摘事項（第832回審査会合 令和２年２月６日）

• モニタリングポストの電源設備について条文適合性を説明すること。
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 指摘事項（第832回審査会合 令和２年２月６日）

• 可搬型モニタリングポストによるプルームの検知性の説明の根拠としている線量率を適正化すること。

審査会合での指摘事項に対する回答（No.7）（1/2） 

 回答

• 可搬式モニタリング・ポストによる放射線量率の測定は，放射性物質の放出開始前から必要に応じ測
定を行うため，原子力災害特別措置法第10条特定事象に該当する敷地境界付近の放射線量率で
ある５μSv/h（5,000nGy/h）を可搬式モニタリング・ポストによっても検知できる必要がある。

• 設定した評価条件において環境放射線モニタリング指針に基づき，モニタリング・ポストの配置位置での
放射線量率を評価した。風下方向の評価地点での放射線量率を１と規格化して，モニタリング・ポス
ト配置位置での放射線量率の感度を求めた。風下方向に対して隣接する可搬式モニタリング・ポストは，
風下方向の数値に対して，最低でも5.0×10－２程度の感度を有している。

• 可搬式モニタリング・ポストの計測範囲は10nGy/h～10９nGy/hであり，可搬式モニタリング・ポストの
検知性で確認した結果から，１／20程度の放射線量率（250nGy/h）を想定した場合においても，
測定することが可能である。



5 審査会合での指摘事項に対する回答（No.7）（2/2） 

可搬式モニタリング・ポストの概要 

名称 検出器の種類 計測範囲 個数（予備） 外観 

可搬式モニタ
リング・ポスト

NaI(Tl) 
シンチレーション

10～10９

nGy/h 
10台 

（予備２台） 

半導体 

評価条件 

項目 設定内容 設定理由 

風速 1.0m/s 
それぞれのモニタ指示値の比には影響し
ないので代表値として1.0m/sを設定し
た。 

風向 ８方位 
可搬式モニタリング・ポストの配置位置を
考慮した。 

大気安定度 Ｄ（中立） 

島根原子力発電所で観測された大気
安定度のうち，最も出現頻度の高い大
気安定度を採用（2009年１月～
2009年12月）した。 

放出位置 

格納容器フィルタベ
ント系排気口
（地上高約50m，
標高約65m）

格納容器フィルタベント系排気口からの
放出を想定した。 

評価地点 
可搬式モニタリング・
ポストの配置位置 

当該配置場所でのプルームの検知性を
確認するため。 

各風向による評価地点での放射線量率の感度 

評価地点での放射線量率の感度 

（風下方向の評価地点での放射線量率を１として規格化） 

風向 

評価地点 
南 南西 西 北西 北 北東 東 南東 

モニタリング・ポスト

No.1付近
4.0×10-5 4.0×10-4 5.0×10-2 1.7×10-2 2.1×10-4 3.0×10-5 1.7×10-5 2.2×10-5 

モニタリング・ポスト

No.2付近
1.0×10-5 5.0×10-5 5.0×10-3 1.7×10-1 2.1×10-4 1.5×10-5 5.6×10-6 5.6×10-6 

モニタリング・ポスト

No.3付近
1.0×10-4 1.5×10-4 1.0×10-3 3.9×10-2 1.1×10-1 1.5×10-3 2.2×10-4 1.1×10-4 

モニタリング・ポスト

No.4付近
1.5×10-4 1.5×10-4 2.5×10-4 1.7×10-3 5.3×10-2 5.0×10-2 1.7×10-3 2.8×10-4 

モニタリング・ポスト

No.5付近
2.0×10-4 1.0×10-4 5.0×10-5 1.1×10-4 3.2×10-4 1.0×10-2 4.4×10-1 2.2×10-3 

モニタリング・ポスト

No.6付近
3.5×10-4 3.5×10-5 2.0×10-5 1.7×10-5 2.1×10-5 1.5×10-4 1.7×10-2 1.1×10-1 

海側No.1 1.0×10-2 2.0×10-4 5.0×10-5 3.9×10-5 5.3×10-5 1.0×10-4 1.7×10-3 5.0×10-1 

海側No.2 9.5×10-1 5.0×10-3 5.0×10-4 2.8×10-4 2.1×10-4 2.5×10-4 1.1×10-3 1.1×10-2 

海側No.3 3.5×10-2 5.0×10-1 1.0×10-1 1.1×10-2 4.2×10-3 2.5×10-3 3.3×10-3 5.6×10-3 

：風下方向の評価地点を示す。 

：風下方向中のうち，最も高い値となるもの。 
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 指摘事項（第832回審査会合 令和２年２月６日）

• 可搬型モニタリングポストの保管場所から設置場所までのアクセスルートとして，サブルートを使用する考え
方を説明すること。また，作業員による設置の実現性について説明すること。

審査会合での指摘事項に対する回答（No.8）（1/2） 

 回答

• 可搬式モニタリング・ポストの配置位置について，
海側配置位置にアクセスできない場合を考慮し，
代替測定場所を新たに設定した。

• これにより，可搬式モニタリング・ポストの配置位
置にアクセスできない場合においてもアクセスルー
トを使用し，車両にて運搬することで配置可能
である。

• また，代替測定場所を見直すことによる放射
線量率の感度についても再評価した。風下方
向に対して隣接する可搬式モニタリング・ポスト
は，風下方向の数値に対して，約１桁低くな
るが，最低でも1.5×10－１程度の感度を有し
ており，プルーム通過時の放射線量率の測定
は可能である。

：風下方向の評価地点を示す。 

：風下方向中のうち，最も高い値となるもの。 

各風向による評価地点での放射線量率の感度 

評価地点での放射線量率の感度 

（風下方向の評価地点での放射線量率を１として規格化） 

風向 

評価地点 
南 南西 西 北西 北 北東 東 南東 

モニタリング・ポスト

No.1代替位置
1.0×10-3 5.0×10-3 2.5×10-1 2.0×10-2 1.0×10-3 3.0×10-4 1.5×10-4 2.6×10-4 

モニタリング・ポスト

No.2代替位置
3.0×10-3 1.0×10-2 2.0×10-1 1.5×10-1 1.0×10-2 2.0×10-3 1.0×10-3 1.1×10-3 

モニタリング・ポスト

No.3代替位置
4.0×10-3 5.0×10-3 2.0×10-2 2.0×10-1 4.0×10-1 3.0×10-2 1.0×10-3 4.7×10-3 

モニタリング・ポスト

No.4代替位置
2.0×10-2 1.5×10-2 2.5×10-2 5.0×10-2 2.0×10-1 1.0×100 1.5×10-1 3.7×10-2 

モニタリング・ポスト

No.5代替位置
1.5×10-1 5.0×10-2 3.5×10-2 4.0×10-2 5.0×10-2 2.0×10-1 5.0×10-1 5.3×10-1 

モニタリング・ポスト

No.6代替位置
5.0×10-3 1.0×10-3 4.0×10-4 3.5×10-4 5.0×10-4 2.0×10-3 4.0×10-2 3.7×10-1 

海側No.1 1.0×10-2 2.0×10-4 5.0×10-5 3.0×10-5 4.5×10-5 1.0×10-4 1.5×10-3 4.2×10-1 

海側No.2 

代替位置 
7.5×10-1 1.5×10-1 3.5×10-2 2.5×10-2 2.0×10-2 2.5×10-2 5.0×10-2 2.6×10-1 

海側No.3 

代替位置 
1.0×10-2 5.0×10-2 7.5×10-1 4.0×10-2 5.0×10-3 3.5×10-3 2.5×10-3 4.2×10-3 



7 審査会合での指摘事項に対する回答（No.8）（2/2） 

可搬式モニタリング・ポストの配置位置にアクセスできない場合の代替測定場所 
本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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 指摘事項（第832回審査会合 令和２年２月６日） 

• 可搬型モニタリングポストを設置するタイミングについて，重大事故等時の状況に応じた対応としているのか
整理して説明すること。 

審査会合での指摘事項に対する回答（No.9） 

 回答 

• 可搬式モニタリング・ポストは，重大事故等時に放射性物質が放出された際に確実に測定できるよう設
置する必要があり，手順着手の判断基準は，放射性物質の放出の前段階である原子力災害対策
特別措置法第10条特定事象が発生した場合としている。 

• これに加え，原子力災害対策特別措置法第10条特定事象発生前であっても，放射線管理班員の
活動状況や天候，時間帯等を考慮し，先行して着手することで，状況に応じた対応が可能である。 

 
【海側及び緊急時対策所付近に配置する可搬式モニタリング・ポストの手順着手の判断基準】 
 当直副長が原子力災害対策特別措置法第10条特定事象が発生したと判断した場合。 
 原子力災害対策特別措置法第10条特定事象発生前であっても，放射線管理班長が放射線管

理班員の活動状況や天候，時間帯等を考慮し，先行して実施すると判断した場合。 


